



A study on the needs of pre- arrangement funerals for womens in rural areas 
: Remarking the baby-boom generations 
 

















































































が 30.7％を占める。2002 年の時点では「心配ごとがある」が 41.2%、「頼れる人がいない」
が 16.8%であったため、増加傾向にあることがわかる（平成 20 年版高齢社会白書）。これ
らをみる限り、長期にわたり「頼れる人がいない」生活を送ることになることが予想され
る。団塊世代層が高齢期に到達する 2012 年から 2014 年には、65 歳以上の高齢者が年に













模が小さい（100 万人以下）ことなど 4 点の共通性・類似性に着目したことによる。 
 「平成 17 年版高齢社会白書」によれば、（1）高齢化率は①島根県が 27.1%、②高知県が
25.9%、③徳島県が 24.4%、④鳥取県が 24.1%、⑤佐賀県が 22.6%、⑥福井県が 22.6%、⑦
山梨県が 21.9%、その他 15 県が全国平均を上回っている（平成 17 年版高齢社会白書）。 






の GDP 規模順位」は、第 47 位で最下位の①鳥取県が 2.0 兆円、②高知県が 2.3 兆円、③
島根県が 2.5 兆円、④徳島県が 2.7 兆円、⑤佐賀県が 2.9 兆円、⑥山梨県が 3.2 兆円、⑦福
井県が 3.4 兆円である（内閣府, 2005）。なお第 1 位の東京都の経済規模は、92.3 兆円であ
る。 
（4）人口規模では、総務省の平成 17 年国勢調査によると、2005 年時点の人口規模の最
下位が①鳥取県で 607,012 人、②島根県が 742,223 人、③高知県が 796,292 人、④徳島県
が 809,950 人、⑤福井県が 821,592 人、⑥佐賀県が 866,369 人、⑦山梨県が 884,515 人で
ある（総務省, 2005）。高齢化率、人口減少化率、経済規模、人口規模の 4 つの条件をすべ
て満たす地域は上記の 7 県である。 
地域婦人会に対して実施した理由は、若年者から団塊世代層、高齢者まで幅広く年代層
の地域の女性によって構成されている団体だからである。 
調査期間は 2006 年 9 月 1 日～10 月 30 日（2 ヶ月間）までとした。調査票は各県の地域
婦人会連合会に送付し、各地区婦人会に調査依頼、調査回答票は各自返送するという方式
をとった。上記の 7 県に依頼したが、高知県だけは調査協力を得ることができなかったた
め、他の 6 県で調査を実施した。郵送調査票総数は 800 票で、そのうち有効回収数は 644
票、有効回収率は 80.5%であった。本調査では、回答者を①高齢者世代（特に後期高齢期）、


















対する考え、③生前契約の必要性の 3 つの側面から分析を行う。 
高齢期の生活の備えとしては、団塊世代層は「ある」が 70.9%、「ない」が 29.1%、高齢
 5
者世代は「ある」が 83.4%、「ない」が 16.6%、団塊ジュニアは「ない」が 65.0%、「ある」








表 1 高齢期の生活への備え 
ある 7 35.0% 246 70.9% 141 83.4%
ない 13 65.0% 101 29.1% 28 16.6%












表 2 最期を迎えたい場所 
自宅 7 35.0% 178 50.9% 95 56.2%
一般病院 3 15.0% 31 8.9% 19 11.2%
ホスピス・緩和ケア 4 20.0% 44 12.6% 14 8.3%
社会福祉施設 0 0% 7 2.0% 6 3.6%
まだわからない 7 35.0% 125 35.7% 45 26.6%
その他 0 0% 5 1.4% 3 1.8%














表 3 生前契約の認知度 
聞いたことがある 6 30.0% 173 50.1% 95 59.0%
聞いたことがない 14 70.0% 172 49.9% 66 41.0%







世代層が 65.4%、高齢者世代が 60.7%、団塊ジュニアが 72.2%であり、「必要になると思う」
が 6 割を超える。生前契約は、これからの社会では必要になると多くの人が感じているこ
とがわかる。 
表 4 これからの社会における生前契約の必要性 
必要になると思う 13 72.2% 219 65.4% 99 60.7%
必要になるとは思わない 5 27.8% 116 34.6% 64 39.3%
回答者合計 18 100% 335 100% 163 100%
ジュニア中心 団塊世代 高齢者世代
 
 （χ2＝1.6, n.s.） 
（5）生前契約が必要となる理由 
「生前契約が必要になると思う理由」として、団塊世代層は「家族に頼ることができない」






表 5 生前契約が必要となる理由 
一人暮らしが多くなり、家族に頼ることができなくなるから 4 30.8% 129 58.9% 55 55.6%
自分の意思と経済力で生前に決めておけば、自分らしい葬儀ができるから 2 15.4% 81 37.0% 43 43.4%
家族が葬儀の様々 な内容を決めることへの手助けとなるから 7 53.8% 83 37.9% 42 42.4%
生前契約をすれば、予め複数の葬儀社のプランや価格の比較ができるから 0 0% 25 11.4% 7 7.1%
生前に準備しておいた方が家族を煩わせなくて済むから 9 69.2% 113 51.6% 56 56.6%
自分で決めておけば華美にならず家族に過度の負担をかけなくてよいから 6 46.2% 107 48.9% 46 46.5%
その他 0 0% 2 0.9% 2 2.0%
















表 6 生前契約を必要としない理由 
考えたくないことだから 1 20.0% 26 22.4% 11 17.2%
生前に葬儀の準備をするなど縁起が悪いから 0 0% 8 6.9% 3 4.7%
葬儀は家族が責任をもって行うものであるから 1 20.0% 59 50.9% 39 60.9%
これまでの葬儀の習慣に従うべきだと思うから 0 0% 37 31.9% 20 31.3%
生前に葬儀社との係わり合いを持ちたくないから 0 0% 7 6.0% 6 9.4%
葬儀社が果たして契約どおりに葬儀を行ってくれるかどうかわからないから 2 40.0% 13 11.2% 11 17.2%
その他 2 40.0% 18 15.5% 6 9.4%










 表 7 生前契約の利用 
利用したいと思う 10 58.8% 161 50.3% 78 52.3%
利用したいとは思わない 7 41.2% 159 49.7% 71 47.7%















表 8 生前契約の締結時期 
重篤な病気になってから 2 10.0% 30 8.6% 10 5.9%
親族など他者の死の経験をしてから 1 5.0% 8 2.3% 3 1.8%
子どもなどに将来のことを任せることができないと判断したとき 3 15.0% 36 10.3% 25 14.8%
配偶者に先立たれたとき 3 15.0% 91 26.0% 52 30.8%
高齢期を迎えてから 6 30.0% 55 15.7% 19 11.2%
自分で必要と思ったとき 11 55.0% 241 68.9% 117 69.2%
その他 0 0% 13 3.7% 2 1.2%

















表 9 生前契約と遺族の葬送負担の軽減度 
役に立つと思う 16 88.9% 225 71.2% 108 71.1%
役に立つとは思わない 2 11.1% 91 28.8% 44 28.9%
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